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茨城県内
1日	 	国税庁は、2026年分の路線価（1月1日時点）を

公表、茨城県の標準宅地の対前年平均変動率は
＋1.4％（25年は同＋1.0％）と、4年連続の上昇。
全国は同＋2.9％（25年は同＋2.7％）と、5年連
続の上昇

1日	 	日立市は、市民運動公園野球場「日立市池の川
さくらスタジアム」を大規模改修。夜間照明や
人工芝、プロ野球の公式戦の開催基準を満たす
計約1万5,000席を整備、市の新たなシンボルと
して交流人口拡大に期待

7日	 	茨城県によれば、2025年の県内への観光入込客
数（延べ人数）は6,258万人と、前年に比べ＋1.3％
の増加。観光消費額は4,482億円と、同＋0.8％増
加し過去最高を更新

24日	 	総務省は、2026年度普通交付税（地方交付税）
の交付額を決定、茨城県分は2,242億18百万円、
前年度に比べ＋10.1％と、2年連続で増加。県内
市町村分は1,763億54百万円、同＋2.1％と、8年
連続で増加。交付税を受け取らずに財政運営が
可能な「不交付団体」は前年同様に、つくば市、
神栖市、東海村の3市村

28日	 	厚生労働省は、2026年度最低賃金改定額の目安
を公表、茨城県の引上げ額は56円（全国加重平
均：55円）、目安通り引上げた場合の最低賃金は
1,130円（全国加重平均：1,176円）

29日	 	経済産業省「2025	年経済構造実態調査（製造業
事業所調査）」によれば、茨城県の製造事業所数
（2025年6月1日時点）は5,502事業所と、前年に
比べ▲3.29％の減少。従業者数は27万395人と、
同▲1.87％の減少。全国の事業所数は21万4,719
事業所（同▲3.37％）、従業者数は761万2,095人（同
▲1.58％）

29日	 	総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態
及び世帯数」によれば、茨城県の人口（2026年
1月1日現在）は283万667人と、前年同期に比べ
▲17,930人の減少（日本人同▲27,262人、外国
人同＋9,332人）。全国は1億2,376万7,642人と、
同▲56万3,048人の減少（日本人同▲91万6,744
人、外国人同＋35万3,696人）

31日	 	総務省によれば、茨城県の2025年度のふるさと
納税の受入額は449億95百万円と、前年度に比べ
＋15.0％の増加。受入件数は215万75件と、同＋
9.1％の増加。全国の受入額は1兆3,314億円（同
＋4.6％）、受入件数は5,963万27件（同＋1.4％）

国内・国外
1日	 	日本銀行の全国企業短期経済観測調査（6月）に

よれば、大企業製造業の業況判断DIは22と、3月
調査に比べ＋5Pの改善。企業の物価見通し（全
規模全産業、前年比）は1年後＋2.7％（同＋0.1P）、
3年後＋2.6％（同＋0.1P）

2日	 	財務省によれば、2025年度の税収の決算額は84
兆2,226億円と、前年度に比べ＋8兆9,905億円の
増加。うち所得税は25兆2,565億円（同＋4兆479
億円）、法人税は21兆7,450億円（同＋3兆8,348億
円）、消費税は26兆278億円（同＋1兆65億円）

3日	 	年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）によ
れば、2025年度の収益額は＋41.4兆円の黒字（収
益率＋16.5％）、2001年度以降の累積収益額は
＋196.9兆円（年率＋4.7％）、25年度末時点の
運用資産額は293.6兆円

8日	 	国際通貨基金（IMF）によれば、世界経済成長率
見通しは2026年＋3.0％（4月見通しに比べ▲0.1P）、
27年＋3.4％（同＋0.2P）、日本は26年＋0.6％（同
▲0.1P）、27年＋0.7％（同＋0.1P）

21日	 	政府は、「経済財政運営と改革の基本方針（骨太
の方針）2026」を閣議決定。危機管理投資・	成
長投資のための『「強く豊かな日本」投資枠』の
設立、債務残高対GDP比安定的低下の財政目標
の中核への位置付けなどを盛込み

23日	 	欧州中央銀行（ECB）理事会は、主要政策金利を
2.40％、中央銀行預金金利を2.25％に各々据え置
くことを決定

24日	 	厚生労働省によれば、2025年の男性の平均寿命
は81.35年と、前年に比べ＋0.25年の上昇、女性
は87.33年と、同＋0.20年の上昇、平均寿命の男
女差は5.98年と、同▲0.05年の縮小

29日	 	内閣府は、7月の月例経済報告で、わが国の景気
は、「緩やかに回復しているが、中東情勢の影響
を注視する必要がある」と判断を据え置き

29日	 	米連邦公開市場委員会（FOMC）は、フェデラル
ファンド（FF）金利の誘導目標を3.50～3.75％に
5会合連続で据え置くことを決定

30日	 	米商務省によれば、4～6月期の米国実質国内総
生産（速報値、季節調整済み）は前期比年率換
算で＋1.5％と、1～3月期（＋2.1％）に比べ▲0.6
ポイントの低下

31日	 	日本銀行は、金融市場調節方針の変更を決定、
無担保コールレート（オーバーナイト物）を1.0％
程度で据え置くことを決定
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政府は、7 月21 日に「経済財政運営と改革の基本方針（骨
太の方針）」を閣議決定しました。

今回の骨太の方針の冒頭では、現在のわが国の課題は、
日本の経済のポテンシャルである潜在成長率が長年にわ
たる「未来への投資不足」によって主要先進国と比べ低迷
していることだと指摘しています。また、その低迷は単な
る生産能力の不足ではなく、科学技術力、産業競争力、人
材力といった成長の質的基盤の弱体化を伴っており、そ
の結果、長年のデフレによって企業や家計には固定的な
物価・賃金観が定着し、国内投資やイノベーションが抑制
されていると分析しています。

現在、主要先進国では市場に委ねるだけでは解決しな
い課題について、官民が連携し大規模かつ長期的な財政
支出を伴う産業政策が大きな潮流となっています。これ
は、従来の経済財政運営の在り方そのものに関する「コペ
ルニクス的転回」としています。こうした中、高市政権で
は、「責任ある積極財政」の考え方の下、「強い経済」と「財
政の持続可能性」をバランス良く同時に実現することを
基本方針としています。

まず、「強い経済」については、AI・半導体・防衛・エネル
ギーなど「17 の戦略分野」を中心に投資し、 新技術立国・
競争力強化、スタートアップ、人材育成、賃上げ環境の整
備など「8 つの分野横断的な課題」に対応することで日本
全国に投資を拡大する環境を整備していきます。具体的
な措置については、様々なリスクを最小化する「危機管理
投資」や先端技術を花開かせる「成長投資」を戦略的に加
速していくため、『「強く豊かな日本」投資枠』を創設し
2040 年度までに370 兆円規模の投資を進めていくとして
います。

次に、「財政の持続可能性」については、債務残高対GDP比
の安定的低下を中核とし、強い経済を通じて経済規模の拡
大と税収基盤の強化につなげることで実現するとしていま
す。また、基礎的財政収支は、単年度の黒字化時期を機械的
に追うのではなく、債務残高対GDP比の安定的低下に整合
するよう複数年で改善・管理するとしています。このほか、
補正予算依存の見直しや物価・賃金上昇を的確に反映させ
た予算編成などの方針を示しています。

一方、内閣府が7月に公表した「中長期の経済財政に関す
る試算」によれば、債務残高対GDP比は、想定する3つのシナ
リオのうち名目GDP成長率が中長期的に3％台半ばまで高
まる「成長戦略実現ケース①」では2030年代前半までは安
定的に低下しますが、30年代後半には低下ペースが鈍化す
る見通しとなっています。また、他の2つのシナリオでは
2030年代に上昇に転化する見通しとなっています。

この要因については、いずれのシナリオでも、足もとの金
利上昇によって低金利で発行した既発債が今後より高い金
利での借換えが進むことで実効金利（既発債を含めて政府
が支払う金利に基づいて算出）が名目GDP成長率を2030年
代に入ると上回るようになり、「ドーマー条件」（経済成長率
が利子率を上回っていれば財政赤字でも債務残高対GDP比
が安定する状態）が成立しない状態になるためです。

これから2027 年度予算の編成が行われていく中で、わ
が国では、防衛力の強化や子育て支援、高齢化への対応、消
費税減税、新たな給付金制度などへの配分が求められてい
ます。強い経済と財政の持続可能性を実現させるために
は、財政支出の内容を精査し効果の見込めないものについ
ては見直すなど「質」に配慮した予算編成が求められます。

（筑波総研　上席研究員　山田　浩司）
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内閣府「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）2026」について

経済財政運営の基本方針の概要 国・地方の公債等残高対GDP比

出所：内閣府「経済財政運営と改革の基本方針 2026」より当社作成 注：2025年までは実績、26～27年は内閣府年央試算（2026年7月）、29年度以降が試算期間。
出所：内閣府「中長期の経済財政に関する試算」より当社作成

17の戦略分野
AI・半導体、デジタル・サイバーセキュリティ、情報
通信、量子、防衛産業、航空・宇宙、海洋、造船、
マテリアル、合成生物・バイオ、創薬・先端医療、
資源・エネルギー安全保障・GX、フュージョンエネ
ルギー、防災・国土強靭化、港湾ロジスティクス、
フードテック、コンテンツ

・

・
・

8つの分野横断的な課題
新技術立国・競争力強化、スタートアップ、金融を
通じた潜在力の解放、人材育成、労働市場改革、
家事等の負担軽減、賃上げ環境整備、サイバーセ
キュリティ

危機管理投資・成長投資を予算編成・
財政運営に明確に接続
「『強く豊かな日本』投資枠」の創設
債務残高対GDP比の安定的低下

強い地域経済の構築
人材力の強化・人材総活躍
強い外交・安全保障の確立
国民の安全・安心の確保　など
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試算

追加財政支出による需要増加のほか、官民投資ロードマップに基づく投資の効果等に加え
て、研究開発投資や生産資源配分の効率化等の効果が十分に発現する場合。実質GDP成
長率は、中長期的に1％台後半まで高まる
追加財政支出による需要増加のほか、官民投資ロードマップに基づく投資の効果等が発現
する場合。実質GDP成長率は、中長期的に1％台半ばまで高まる
追加財政支出による需要増加の効果のみ発現する場合。実質GDP成長率は、0％台前半
で推移

成長実現
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予算・財政運営との接続

責任ある積極財政
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